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新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例の制定について  
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新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市建築関係手数料条例（平成１２年条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。  

別表第２の５４の項金額（１件につき）の欄第１号ア及びイを次のように改める。  

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画

に建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第２９条第３項の他の建

築物に関する事項を記載しない場合 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

（ア）建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第３０条第１項に掲

げる基準の適合性に関し、住宅の品

質確保の促進等に関する法律第５条

第１項に規定する登録住宅性能評価

機関若しくは建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第１５条

第１項に規定する登録建築物エネル

ギー消費性能判定機関の技術的審査

を受けている場合又は住宅の品質確

保の促進等に関する法律第６条第１

項に規定する設計住宅性能評価書の



 

 

交付を受けている場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

ａ １戸建ての住宅（人の居住の用以

外の用途に供する部分（以下この項

において「非住宅部分」という。）

を有しないものに限る。以下この項

において同じ。） ５，５００円 

ｂ 共同住宅等（共同住宅、長屋そ

の他１戸建ての住宅以外の住宅を

い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。） 次に掲げる申請の対象と

する範囲の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

（ a）住戸  申請に係る住戸の数に

ついて、次に掲げる戸数の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ⅰ １戸 ５，５００円 

ⅱ ２戸以上４戸以下 １０，７００

円 

ⅲ ５戸以上１５戸以下 ２２，３００

円 

ⅳ １６戸以上４５戸以下 ４９，５００

円 

ⅴ ４６戸以上 ８８，６００円 

（ b）住棟全体又は住戸及び住棟全

体  住 棟 の 総 戸 数 に つ い て 、

（ a）に掲げる戸数の区分に応

じ、それぞれ（a）に定める額 

ｃ 非住宅建築物（人の居住の用に

供する部分を有しない建築物をい

う。以下この項において同じ。）

 床面積の合計について、次に掲

げる面積の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

（ a）３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 未 満  

１０，６００円 

（ b） ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

２，０００平方メートル未満  

２９，３００円 

（ c）２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満  

８７，１００円 



 

 

（ d）５，０００平方メートル以上

１０，０００平方メートル未満

 １３７，７００円 

（ e）１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未

満 １７３，８００円 

（ f）２５，０００平方メートル以

上 ２１７，１００円 

ｄ 複合建築物（住宅の部分及び非

住宅部分を有する建築物をいう。

以下この項において同じ。） 次

に掲げる申請の対象とする範囲の

区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

（ a）住戸  申請に係る住戸の数に

ついて、ｂ（ a）に掲げる戸数

の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ ｂ

（a）に定める額 

（ b）非住宅部分  床面積の合計に

ついて、ｃに掲げる面積の区分

に応じ、それぞれｃに定める額 

（ c）住戸及び非住宅部分  次に掲

げる額を合算した額 

ⅰ  申請に係る住戸の数につい

て、ｂ（ a）に掲げる戸数の

区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ ｂ

（ａ）に定める額と同一の額 

ⅱ  非住宅部分の床面積の合計

について、ｃに掲げる面積の

区分に応じ、それぞれｃに定

める額と同一の額 

（ d）複合建築物全体、住戸及び複

合建築物全体、非住宅部分及び

複合建築物全体又は住戸、非住

宅部分及び複合建築物全体 次

に掲げる額を合算した額 

ⅰ  住戸の総戸数について、ｂ

（ a）に掲げる戸数の区分に

応じ、それぞれｂ（ a）に定

める額と同一の額 

ⅱ  非住宅部分の床面積の合計

について、ｃに掲げる面積の

区分に応じ、それぞれｃに定



 

 

める額と同一の額 

（イ）その他の場合 次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ａ １戸建ての住宅 床面積の合計

について、次に掲げる面積の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

（ a）２ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 未 満  

３７，３００円 

（ b）２ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上  

４１，６００円 

ｂ 共同住宅等 次に掲げる申請の

対象とする範囲の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

（ a）住戸  申請に係る住戸の数に

ついて、次に掲げる戸数の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ⅰ １戸（床面積の合計が２００平

方メートル未満の住戸に限る。）

 ３７，３００円 

ⅱ １戸（床面積の合計が２００平

方メートル以上の住戸に限る。）

 ４１，６００円 

ⅲ ２戸以上４戸以下 ７５，０００

円 

ⅳ ５戸以上１５戸以下 １２４,９００

円 

ⅴ １６戸以上４５戸以下 ２１２,７００

円 

ⅵ ４６戸以上 ３０５，３００円 

（ b）住棟全体又は住戸及び住棟全

体  住 棟 の 総 戸 数 に つ い て 、

（ a）に掲げる戸数の区分に応

じ、それぞれ（a）に定める額 

ｃ 非住宅建築物 次に掲げる審査

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

（ a）建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１０条第１

号イ（１）及びロ（１）に掲げ

る基準による審査 床面積の合

計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定め



 

 

る額 

ⅰ  ３００平方メートル未満 

２４６，０００円 

ⅱ  ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

２，０００平方メートル未満

 ３９７，７００円 

ⅲ  ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満 ５６７，５００円 

ⅳ  ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル

未満 ６９８，９００円 

ⅴ  １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メート

ル未満 ８２６，１００円 

ⅵ  ２５，０００平方メートル

以上 ９４２，４００円 

（ b）建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１０条第１

号イ（２）及びロ（２）に掲げ

る基準による審査 床面積の合

計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ⅰ  ３００平方メートル未満 

９４，３００円 

ⅱ  ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

２，０００平方メートル未満

 １５７，９００円 

ⅲ  ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満 ２５５，４００円 

ⅳ  ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル

未満 ３３３，４００円 

ⅴ  １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メート

ル未満 ４００，６００円 

ⅵ  ２５，０００平方メートル

以上 ４７０，０００円 

ｄ 複合建築物 次に掲げる申請の

対象とする範囲の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 



 

 

（ a）住戸  申請に係る住戸の数に

ついて、ｂ（ a）に掲げる戸数

の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ ｂ

（a）に定める額 

（ b）非住宅部分  床面積の合計に

ついて、ｃ（a）又は（b）に掲

げる面積の区分に応じ、それぞ

れｃ（a）又は（b）に定める額 

（ c）住戸及び非住宅部分  次に掲

げる額を合算した額 

ⅰ  申請に係る住戸の数につい

て、ｂ（ a）に掲げる戸数の

区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ ｂ

（a）に定める額と同一の額 

ⅱ  非住宅部分の床面積の合計

について、ｃ（a）又は（b）

に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれｃ（a）又は（b）に

定める額と同一の額 

（ d）複合建築物全体、住戸及び複

合建築物全体、非住宅部分及び

複合建築物全体又は住戸、非住

宅部分及び複合建築物全体 次

に掲げる額を合算した額 

ⅰ  住戸の総戸数について、ｂ

（ a）に掲げる戸数の区分に

応じ、それぞれｂ（ a）に定

める額と同一の額 

ⅱ  非住宅部分の床面積の合計

について、ｃ（a）又は（b）

に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれｃ（a）又は（b）に

定める額と同一の額 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画

に建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第２９条第３項の他の建

築物に関する事項を記載する場合 当

該建築物エネルギー消費性能向上計画

に係る一の建築物につきアに掲げる場

合の区分に応じ、それぞれアに定める

額 

別表第２の５５の項金額（１件につき）の欄第１号中「５４の項金額（１件につき）



 

 

の欄（１）ア又はイに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額の２分の１に

相当する額」を「次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額」に改め、同号

に次のように加える。  

ア  ５ ４ の 項 金 額 （ １ 件 に つ き ） の 欄

（１）アに掲げる場合 当該場合の区

分に応じ、それぞれ当該手数料の額の

２分の１に相当する額 

イ  ５ ４ の 項 金 額 （ １ 件 に つ き ） の 欄

（１）イに掲げる場合 建築物エネル

ギー消費性能向上計画の変更に係る一

の建築物につき同欄（１）アに掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ当該手数

料の額の２分の１に相当する額（建築

物エネルギー消費性能向上計画の変更

により新たに当該建築物エネルギー消

費性能向上計画の対象となった建築物

にあっては、同欄（１）アに掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ同欄（１）

アに定める額） 

別表第２の５５の項金額（１件につき）の欄第２号アを次のように改める。  

ア （１）ア又はイに掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該手数料の額と同

一の額 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

提案理由  

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正に伴い、複数建築物の建

築物エネルギー消費性能向上計画の認定事務等に係る手数料を徴収するため、本案を提

出する。  


